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はじめに 

 2008年のいわゆるリーマン・ショック、2010 年からの欧州の財政金融危機に加え、2011

年には東日本大震災の発生と福島第一原発事故・電力危機までが加わり、日本産業は内憂

外患以上の厳しい局面にある。産業界は急速な円高の昂進や、法人税の高さ、環境や労働

保護の重圧、或いは自由貿易協定（FTA）交渉が進まないことによる関税障壁の存在など、

多くの不利環境を指摘し（例えば経団連（2011）等）、対応を求めてきた。 

 だが、主要産業における競争力の鈍化を全て環境要因に帰すには無理があろう。中小企

業はともかく、大企業はグローバルに立地している。日本企業の海外生産比率は急速に上

昇し、国内・海外の販売比率が逆転した企業も多い。問題は環境要因だけではなく、グロ

ーバル経営があまりうまく行かず、優位を誇ってきた技術力さえ韓国や中国との激しい競

争に晒されていることにあるのではないか。企業の担い手、つまりグローバル化に立ち後

れた人材面にも問題があるのではないか。こうした議論の高まりで産官学体制の改革論議

が盛んになった。小稿はこれらの産官学体制論とは少し視点を変え、韓国や中国との企業

競争という観点に絞って日本のグローバル人材問題を論じる。１．は 2000年代後半に起き

た日中韓の競争力変化を概観し、２．ではその背景にある中韓企業の人材養成・活用を整

理し、日本の対応を論じる。３．では２．に共通する産業界、学界それぞれの課題を挙げ、

若干の政策提言を加える。 

 

１．崩れる日本企業の競争優位 

１．１．2000年代後半の構造変化 

 日本と東アジアの分業関係は長きにわたって「垂直的」であった。日本が用途に応じて

複雑に設計変更の必要なマザーマシンや、高い品質に欠かせない素材・部品を供給し、東

アジアが組み立てを担当する、といった構図は東アジア貿易のダイナミックな発展の中に

あっても全体としては変わらなかったからだ。世界最大かつ最先端の集積となっている電

気・電子でも日本の製造装置や素材を使って韓国がデバイスを作り、中国が完成品にこれ

を組み込むという分業構図が続いている。国境を超えた分業構造は日本にとっても、また

東アジアの側にとっても専ら「技術力」の差、つまり研究開発力から製造（熟練技能）に
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至るまでの人的資源蓄積の差と理解されてきた。特に日本（＝先端技術保有国）と中国（＝

大量生産技術保有国）に挟まれた韓国はその挟撃に遭うことを伝統的に恐れ、指導層を含

めて世論は未だ対日貿易赤字の巨大さ
1
を技術力差と見る思考から脱却できずにいる。 

 しかしながら、2000年代後半の世界市場をめぐり、相互作用する 3 つの構造変化にいち

早く気付き、対応したのはむしろ、通貨危機によってグローバル化の本質を体験的に理解

した韓国企業だった。韓国の「財閥」系大企業は徹底した事業の「選択と集中」及びそれ

に即した事業組織再編を断行し、サムスン電子、ＬＧ電子、現代自動車、浦項製鉄所

（POSCO）といった韓国の大企業は短時間のうちに世界企業に躍進した。 

 構造変化の 1つ目はよくいわれる通り、IT 化と共に技術体系が急速にデジタル化し、ア

ナログ的な処理に意味がなくなったことだった。それまでは精度や品質を大きく左右し、

それ故に技術の「摺り合わせ」や「作り込み」といった熟練の意味が大きく後退し、大量

生産型の工業製品においてはモジュール化が大きなコストダウン要素となった。パソコン

やデジタル家電を筆頭にした変化の中で、高度熟練技術による垂直統合を完成していた日

本企業は自己否定に基づく改革ができず、ズルズルとコスト競争力を失って行った。他方、

巨大集中投資によって半導体以外にも液晶パネルや主要デバイスのシェアを広げた韓国企

業はこれらを「適度」に内製化しつつ、モジュール化での生産拡大・収益最大化に邁進し

た。まだ OEM 輸出が大半を占め、多くのデバイスを日本や韓国に依存していた中国企業

の多くは独自ブランドの洗練されたマーケティングを世界で展開するまでには至っておら

ず、韓国企業は日本企業を駆逐することで世界市場に躍進できた。 

 2つ目の変化は中国やインド、ブラジルなどを先頭に、奥行きが深く､多様性に富んだ成

熟市場とは全く異なり、価格に見合った機能やデザインを持つ製品を一気大量に消費する

新興市場が登場したことであった。2000年代前半にはまだブランド力の強い日本企業が先

進国市場を押さえており、韓国企業は否応なく新興市場に早くから進出していたが、それ

だけに日本ブランドの影が薄い新興国の消費拡大が本格化すると、そこでは中産層を中心

にダイナミックなマーケティング戦略が可能であった。新興市場特有の変化の早さや不安

定さに対して日本企業の多くが二の足を踏んだり、計画倒れを経験したのに対し、大半が

オーナー企業の韓国企業ではトップダウン型のスピード経営で臨んだ。他方、中国など地

場企業との競争では集中的に投資・強化してきたデザイン力や広告戦略で差別化を図るこ

とができた。欧米のビジネス・スクール出身者などを起用し、現地人材に明確な目標と、

大幅な裁量権を与えたことで優秀な人材登用にも道が開けた。 

 3 つ目の変化は経営権の移動を伴う企業買収によらなくても 2 つの意味で「技術は買え

る」時代となり、技術力そのものより技術の組み合わせやビジネス・モデルの構築が収益
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を左右する時代となったことだった。20 世紀までは IBM やコダックなど、革新的技術を

特許で囲い込み、垂直統合で生産優位を確保する企業が多く、後発の日本企業で技術への

こだわりが強い大企業は未だその志向を残す。しかし、デジタル化が進む今日ではインテ

ルのように核となる技術のみをブラックボックス化し、周辺技術を積極的に開放するオー

プン戦略が多くみられる。また、世界中がしのぎを削る研究開発部門では研究者のグロー

バル化は急速に進み、人ごとのスカウトで一定の技術力を獲得することが国境を越えて可

能となった。人の流動性の低い日本企業は研究開発要員を自社育成し、囲い込みしてきた

が、韓国大企業はオープンとなった技術を取り込んで自らも開発を加えた。また、開発要

員の外部スカウトもいち早く進め、急速に国際化を推進して行った。サムスンに代表され

る大企業の大半では通貨危機を境に本社そのものから年功序列型人事が一掃され、成果主

義が徹底されたことで外国人を含めた外部人材の登用は著しく柔軟となった。 

 

１．２．日韓中の競争力変化 

１．２．１．日韓企業パフォーマンスの逆転  

 構造変化の中で日中韓主要企業の競争力はどう変化したのであろうか。表１はグローバ

ル企業のランキングとしてポピュラーな Fortune500 のデータによりアジア地域の 50 位ま

でを抜き出し、2005年と 2011年について比較したものである。 

 2005 年には 38社までが日本企業で占められていたが、11 年には 22社にまで凋落した。

代わって躍進したのは 6社しかなかった中国企業が 16社に増えたことで、2005年に１～6

位を独占していた日本企業に代わり、中国企業が 1～3位を占めることとなった。韓国企業

も常連の 4社に POSCO が返り咲き、5社に増えた。 

 しかし、中国企業の大半は金融以外にも石油エネルギー、発電、鉄道、通信といったイ

ンフラ事業関連で国有や地方政府系企業が占めており、製造業といえるのは自動車会社 2

社に過ぎない。しかも両社の中国以外での世界市場シェアはまだ微々たるものであり、日

韓と世界市場のシェアを争うところまでは来ていない。これに対して、韓国の 5社は通信

やエネルギーを手がけるＳＫを除けば全て電気・電子、自動車、鉄鋼といった製造業であ

り、自国市場が日本の 5 分の 1程度しかないことから、グローバル化の中で大きく事業を

拡大させてきた。 
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表１．アジア主要企業ランキングの変化 

出所：Fortune 500(2012)より作成 
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 サムスン電子は 8 位から 6 位（世界全体では 05 年の 39 位から 11 年には 22 位）にさら

に順位を上げ、3・4位にあった日立とパナソニック（それぞれ同 23位から 40位、25 位か

ら 50位に下落）のみならず、ホンダ、日産をも退けた。アジアでサムスンより上位にある

製造業はトヨタ自動車（4 位）だけで、グローバルにみてもこれに VW、GE、GM が加わ

るに過ぎない。半導体部門だけで見ると、サムスンは世界 1位の Intel（2011年売り上げ高

496.9億ドル）に次ぐ 2位（同 292.4億ドル）の地位にあり、3位以下を引き離して 2強時

代を形成しつつある。またスマートフォンの普及にもいち早く対応し、アップルとの激し

い世界訴訟合戦をも辞さない攻撃的経営が続いている。ただし、同じ電子・電気でも半導

体を殆ど持たない LG 電子は日本企業同様、あまりに急速なデジタル化と価格下落につい

て行けず、またスマートフォンへの展開にも遅れ、05 年の 21位から 49 位（同 115 位から

171位）にまでランクを下げた。 

 デジタル化が始まったとはいえ、より複雑な摺り合わせ型技術をまだ必要とするという

点で、むしろサムスン以上に注目されるのは現代自動車である。現代は 05 年にアジアで

15 位だったが、11 年には 12 位に上昇（世界全体では 92 位から 55 位に上昇）した。2011

年の世界新車販売台数ではフォードを抜き、GM、VW、トヨタ、日産ルノーに次ぐ 5強の

一角を維持している。同社は 2009年に米国のＪＤパワーの一般自動車部門でホンダ、トヨ

タを押さえて新車品質評価のトップに立つなど、品質への評価が大きく向上しており、系

列部品企業である現代モービスの対日部品供給が始まるなど、サムスンに次ぐ競合相手と

して浮上してきている。 

 Fortuneランキングの上位企業を比較した場合、日韓の大きな差は販売額の伸びだけでは

なく、収益力の違いにあることがより重要である。図１は電気・電子、図２は自動車、そ

れに鉄鋼産業における日韓の代表的な企業の売上高利益率（Profit/Revenue）を示したもの

である。サムスン電子の利益率は時には 10％を超え、5％以下に落ち込んだのは、リーマ

ン・ショックにより日本の総合電機メーカーが揃って大規模な赤字を計上した 2009 年のみ

である。日本企業でサムスンに近い利益率を保持できているのは摺り合わせ技術の多いカ

メラや複合事務機を主体とするキヤノンのみで、それさえもやや下降気味である。ただし、

2009年以後、ようやく選択と集中に取り組み、摺り合わせ技術が多く、消費者向けではな

い重電やインフラ関連などに主力を移した日立と東芝はそれなりの利益率を回復してきて

いることは示唆的である。 
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図１．日韓主要企業の利益率推移（電気・電子） 
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出所：表１と同じ資料から作成 

 

 図２でも日韓の関係は大きく変わらない。下降傾向とはいえ、やはり POSCO が同業の

新日鉄に比べて高い利益率を誇る。また、自動車では 2009年を境に現代自動車の利益率が

トヨタ・日産ルノーを上回る逆転が起きていることが注目される。ただ、自動車業界では

現代自動車の利益率そのものはサムスン電子のように突出して高いわけではなく、ようや

くホンダに追いついた程度である。現代自動車の海外生産比率は 2011 年になってやっと

50％に達した程度で、70％近いトヨタとの間にはギャップがある。今後は海外生産を軌道

に乗せる経営力と、電気自動車の本格的な登場などによって進むモジュール化への対応が

利益率向上のカギで、電気・電子と同様の日韓利益率格差が広がるかどうかを決するとみ

られる。 
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図２．日韓主要企業の利益率推移（自動車、鉄鋼） 
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出所：図２と同じ 

 

１．２．２．縮小する日中韓企業の技術力格差 

 通貨危機以前の韓国の「財閥」系大企業は借り入れ依存によって極端な事業多角化を行

っていた。危機後の構造改革は企業の関心を徹底して収益に集中させ、後述のサムスンの

事例に見るように MBA 型の経営浸透がこうした傾向に拍車をかけた。「技術は買える」を

念頭に研究開発の無駄を省き、収益性の高い事業だけに特化し、収益力に乏しい事業は比

較的短期間で排除する経営が一般化した
2
。事業の絞り込みが進まず、多様な技術シーズの

維持を目的とした研究開発の継続が収益を圧迫しがちな日系総合電機メーカーとは対照的

である。だが、高い収益力があってこそ集中的な研究開発が可能となることも事実だ。 

 ＥＵ委員会は世界のトップ研究開発企業 1400 社を 2004 年から調査し、Industrial R&D 

Investment Scoreboardとして発表している。2011 年版で見るとその国別内訳は米国 35％、

ＥＵ29％に続き、日本が 22％（267 社）を占めた。しかしながら、同じ企業数で統計を取

り始めた 2007 年版の時点では米国 40％、ＥＵ 32％、日本が 18％であり、韓国（25 社）、

台湾（50社）、中国(19社）・インド（18 社）などを含む「その他」が欧米のシェアを蚕食

しつつ、10％から 2011年には 4ポイント上昇した。 

 図３が示す電気・電子部門のランキングは通信部門とは異なり、大多数が日韓によって

占められて欧米の影が薄いのが特徴だが、世界総合 7位で 61.81億ユーロ（約 6500 億円）
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の実績を持つサムスン電子の地位はこの分野では圧倒的で、かつ前年度に比べて大きく投

資を拡大させている。サムスン電子の研究開発費は既に総合でも GE や Intelを上回る規模

となっており、前年比で減少に転じた Panasonic、Sony、さらには Canon など日系企業との

差は一段と大きい。サムスン以外では LG 電子（同 49位）さえもフィリップスやシャープ、

リコーを上回る規模となっている。韓国の研究開発投資は産業組織を反映し、ごく少数の

大企業に集中していることが大きな特徴で、上記 2社に現代自動車を加えた 3強で全体の

73％をも占めている。その意味で国全体との間には大きな差があり、資源の集中投下が競

争力強化につながった。 

 

図３．電気・電子機器部門における研究開発投資企業ランキング 

 

出所：EU委員会（2012） 

 

 高い収益力に支えられた研究開発投資はその成果を特許申請などで確保することにつな

がり、この点でも韓国は急速なキャッチアップを果たしてきた。図４は主要国の国際特許3

（PCT）申請数のシェアを 1995 年と 2010 年について比較したものである（世界知的所有

権機関（WIPO））。1995年には米国の存在は圧倒的であり（シェア 42.8％）、次いでドイツ、

英国、日本（6.9％）などが上位を占めていた。2010 年には 2 位の日本のシェアは 19.6％
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と大きく拡大したように見えるが、実際には 3 位のドイツ同様、2006年以降は殆ど頭打ち

である。この間、シェアを大きく拡大させてきたのは 4 位に躍進した中国（同 0.3％から

7.5％）及び 5 位となった韓国（0.5％から 5.9％）だけであり、他の国のシェアはそれほど

変わっていない。2010 年は日本 7.9%増、米国 1.7%減であったのに対し、中国 56.2%増、

韓国 20.5%増と高い伸びが続いている。中国はオフィス別及び居住者による特許申請件数

では 2010 年には初めて日本を追い抜いて米国に次ぐ特許大国となっており、GDP の逆転

を特許もそのままなぞるような変化が見られた。 

 表２が示す、2010 年を通じた特許申請数ビジネス部門（上位 50 社）で最も多かった企

業は Panasonic を初めとする日本企業の 18社で、相変わらずの特許の囲い込みが続いてお

り、これに次ぐのは米国の 15社である
4
。韓国からは LG 電子（7 位）、サムスン電子（同

17 位）、中国からは中興通訊（ZTE、2 位）と華為技術（４位）の 2社が入っているのみで

ある。ただし、韓国も中国も企業の申請件数は急増傾向にあり、PCT出願はいずれも集約

された企業の件数が上位に入っていることが特徴といえる。 

 

図４．主要特許申請数のシェア推移 

 

出所：WIPO(2011) 
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表２．特許申請数のランキング（2010年）（企業部門） 

 

出所：WIPO(2011) 
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１．２．３．躍進する中国の科学技術力 

 では企業の競争力にも大きな影響を与える科学技術力全般についてはどういうことがい

えるであろうか。表３は同じ特許申請数を大学部門についてみたランキングである。企業

とは異なり、米国のプレゼンスは圧倒的で 50位圏の 30までが米国の大学である。日本は

4 位の東京大学など国立大学を中心に
5
9 大学が入るが企業部門に比べて日米の差はさらに

大きく拡大することとなる。韓国はソウル大学の５位を筆頭に５大学が入り、東京大学と

ソウル大学の差は縮小傾向にある。一方、中国の大学は 1校も入っておらず、大学での特

許は PCT ではなく、まだ居住地のオフィスを通じた申請などにとどまっている可能性が

高い。 

 実際、科学技術論文においては中国のプレゼンス急拡大が続いている。図５は文部科学

省の科学技術政策研究所（2011）がトムソン・ロイター社の Web of Scienceデータベース

をもとに、1981 年から 2010 年までの主要国の論文数を化学、材料科学、物理、計算機・

数学、工学、環境・地球科学、臨床医学、基礎生命化学の 8 つの分野を対象にまとめたも

のから抜粋している。同データベースによれば、2008～2010年までのこれら分野における

論文数（3 年移動平均）は米国が 27.5％と相変わらず圧倒的であるものの、そのシェアは

減少傾向にあり、対照的に急激にシェアを拡大させているのが中国である。中国のシェア

は 1998～2000年にはまだ 3.6％しかなかったが、2008～2010年には 11.1％に上昇し、英国、

日本、ドイツ、カナダ、イタリア、ロシアを全て抜き去って 2位に浮上した。韓国も同様

に順位を 16位から 11位まで上げたが、シェアは 3.2％程度で、人口が小さいカナダや同規

模のスペインをまだ下回っている。日本は中国の躍進に押されて順位を下げ、またドイツ

にも抜かれて 5位（シェア 6.8％）となっている。 

 ちなみに同報告書は論文の「質」という点で被引用回数が上位 10％に入る論文を抜き出

し、実数で論文数の 10 分の 1 となるように補正を加えたものを併せて発表しているが、こ

れで見ると発信力の強い米国のシェアは 2008～2010 年にはさらに 42.3％と上がる。しかし

中国も 7.4％のシェアを確保して、英国、ドイツに次いで 4 位にはなっており、1998～2000

年に比べ論文数よりもこの補正論文数でシェアを伸ばしている点が注目される。これに対し

て日本は論文数のみならず、補正論文数でもシェアを落としており、後者のランク後退の方

が前者より大きくなっている。もともと日本は補正論文数でのシェアが論文数を下回る唯一

の先進主要国であり、この構造は中国、韓国とも変わらない。しかしかつては同様の傾向に

ありながら、両者の逆転を実現させたドイツや、さらに質を高める傾向にある英国と比較し

てその差の改善は微々たるものにとどまっている。量的な面で中国に抜かれる一方、質的な

面での改善の遅れが日本のプレゼンス縮小に拍車をかけているといえよう。 
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表３．特許申請数のランキング（2010年）（大学部門） 

出所：表２と同じ 
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図５．日韓中の科学技術論文数推移 

 

 

出所：文部科学省科学技術政策研究所（2011） 
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 注目される点は同報告書が強調する通り、日本が世界的な傾向となっている国際共著率

で出遅れている点である。全世界の国際共著率はまだ 2008～2010 年でも 20.7％程度にす

ぎないが、被引用回数の間には比較的強い正の相関性があり、増大傾向にある。言語上の

優位もあり、大学の国際化が早くから進んだ米国、英国が増大をリードするのは当然とし

て、フランスやドイツでもこの比率が 50％内外と高いのに対し、日本はこの上昇スピード

も緩慢で、まだ 25.8％と中国や韓国と変わらない水準にとどまっている。このことは研究

開発活動自体のみならず、その活動の国際化や世界に向けた発信力が課題となっているこ

とを示すといえよう。 

 

２．日中韓企業の競争関係と人材問題 

２．１．韓国企業の経営刷新と日本企業 の対応 

 これまでの議論の枠組みは「国」ではなく、主として「主要企業」次元でのものであっ

た。「国」の競争力では IMD の World Competitiveness Yearbookや、世界経済フォーラムの

ランキングなどが話題になるが、これらはいずれも経済指標とアンケートを組み合わせた

もので、主観性が完全に排除されるわけではない。「国」である以上、当然の如く、中国の

ように「平均値」に殆ど意味のない国とルクセンブルクのような都市国家までが一律に比

較されることとなる。他方、グローバルに展開する「主要企業」のランキングは国の大小

にかかわらず、自国及び主要市場に存在する経営資源を集約した組織のパフォーマンス「結

果」であり、端的にではあるが、「国」の競争力の一部を実態として代表すると考えた。一

方、裾野産業の規模や深さに差は多少あれ、「主要企業」は国内に多数の取引先を抱え、そ

のパフォーマンスは結局、「国」全体にも影響を与える。資源に恵まれず、組み立て加工型

機械産業を中心に発展した日本の産業界にとってはとりわけこの影響経路は重要と思われ

た。 

 表１のランキングに戻ると、台湾・香港を除けばインド、マレーシアとタイの石油精製

企業が 1社ずつ、それにインドのＩＴ企業が 1社入るだけで、他は悉く日韓中の地場企業

である。だが、全体として見ると、日本の「主要企業」にとって、韓国企業、中国企業と

の競争はそれぞれ違うものであることが指摘される。 

 まず、日本にとってより電気・電子産業、自動車産業で真正面からのグローバル競争に

なっているのは韓国企業の方で、2005年からのランクダウンの原因もここにあった。しか

しながら、よく見ると韓国は金融、商社、エネルギー、通信など製造業以外でランクに入

る企業はない。「財閥」系のグローバル製造業はこれらの機能を必要なものだけ、自社もし

くは自グループの中に内部化する傾向にあり、これによって取引費用を削減し、高い収益



第８章 日本の国際競争力再構築とグローバル人材育成：韓国・中国との競争の観点から 

 －189－

力を確保している可能性が高い。1997 年のアジア通貨危機後、「財閥」系大企業の資金調

達は大半が低コストの社債発行に移り、潤沢過ぎるほどの手元流動性で銀行との関わりも

薄れた。 

 また日本企業に比べてリスク金融機能や物流機能を商社に期待することはできないが、

逆にメーカーが自らリスクをとって展開するマーケティングや販売網構築が、消費者の欲

求をくみ取って製品企画に素早く反映させる「リバース・エンジニアリング」を可能にし

た面があり、新興市場戦略ではこれが大きな強味となった。反面、機械産業はハードの製

造業に特化しており、ソフトやシステムとの「パッケージ型」にはまだ十分な優位を持て

ずにいる。サムスン電子は世界最大の携帯電話メーカーとなったが、スマートフォンの OS

でのオリジナル（「パダ」）は殆ど世界に普及させられなかった。またアップル社の iPhone

のようなアプリケーション・ビジネスで先手を打つこともできず、同社とは相互に特許侵

害で訴訟合戦を世界中で展開している。自動車産業でもハイブリッド車の開発は日本から

遅れること 5 年、エネルギー統制技術などハードとソフトのインターフェイスは未だ弱さ

を残している。 

 しかしながら、逆に見れば韓国企業の競争力はオリジナルな製品を生むための研究開発

リスクをあまり取らず、投資の多くを半導体や液晶パネルなどであれば直線的な次世代機

能とスペックの向上に向けた研究開発と大規模生産に集中させるやり方で世界シェアを上

げ、ライバルを追い落とし、巨大収益を確保してきたということであろう。このやり方は

ある意味、競争相手である日本企業が消耗しながらオリジナルな製品に向けた研究開発リ

スクを取り続けてくれることを前提とした 2番手戦略であり、自らが先頭に立った分野で

基礎開発にどこまでコミットするかはまだ明確ではない。高い収益力の一方で、特許申請

数では日本や中国企業より少なく、また科学技術論文の分野で見ても、論文の本数は増え

たものの、むしろ被引用を加味した補正分との乖離が大きくなるなど、質という点では悪

化さえ見られる。韓国の競争戦略は米国や中国、或いは日本といった国内市場に依存でき、

リスクを取れる国の企業とは経営環境が異なることを割り切り、収益を上げることに特化

したことに特徴があるといえるだろう。 

 最先端技術の開発が市場を創造するという日本企業の研究開発中心主義に対し、売れる

ものだけを造るのが韓国企業のリバース・エンジニアリング、という対比については既に

多くの指摘がなされてきた（林（2007）、飯塚（2009）、妹尾（2009）、張（2009）など）。 

研究開発戦略は重要ではあるが、競争戦略の全てではない。韓国企業は通貨危機後、経営

方式の大転換で収益に最大の優先順位を置くようになった。 

 ここで日本企業との最も大きな違いは韓国大企業の大半
6
は依然としてオーナーの経営
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支配の下にあり、その大号令の下で大胆な改革が可能だったことである。収益よりも市場

シェア拡大を優先し、対外借り入れによって事業多角化を競った「財閥」の経営と統治支

配構造は強い批判を受け、オーナー達の経営意識は困難な時には有形無形の政府支援を受

けられた「産業報国」から収益優先に大転換した。大転換は①財務の発言力向上と株価中

心の経営、②年俸制やストックオプションなどを通じた成果主義の徹底、③専門経営者の

権限拡大と信賞必罰人事の徹底など、全体として従来の日本型の経営学習から米国型の経

営を取り入れた形に舵を切って行われた。銀行から資本市場への資金調達の変化、整理解

雇制の実施など労働市場の柔軟化、株主の権利強化といった、通貨危機後の構造改革の影

響は大きかった。 

 当然のことながら「財閥」系企業の経営改革はオーナーによるものであり、所有と経営

の分離を前提とした米国型企業統治を意味するものではなかった。オーナーは相変わらず

秘書室や戦略室などを使って企業内を監視し、経営トップの人事を支配しており、日本企

業に比べた場合の圧倒的な意思決断の早さも究極的には所有構造の違いに帰結する。しか

しながら、成果主義経営が根付いたことで、実力ある専門経営者には自らの進退を賭けて

決断できる年俸が提供されたことも意思決定を早めた大きな要因であった。また、外部、

とりわけ外国人人材の登用・処遇もまずは韓国人スタッフが年俸方式に移行し、事実上、

英語が必須化されたことでやりやすくなった。韓国企業は世界のトップ大学からの人材獲

得に収益をつぎ込むようになり
7
、米国 MBA型の思考が韓国人と外国人の共通プラットフ

ォームとして機能するようになった。この傾向は欧米の経済危機で大量に留学した韓国人

学生の就職受け皿が再び韓国大企業しかなくなり、競争が激化したことでさらに顕著とな

りつつある。 

 ただし、興味深い点は日本企業に学習した、製造現場の規律や創造性重視、このための

長期的視点や企業内研修の充実、という伝統は残されており、内部昇進も依然として多い。

結局、韓国型所有に米国型の財務、マーケティング、広告、現地経営、さらには日本型の

現場管理を組み合わせて、「ものづくり」と「収益」のバランスが実現できている点に韓国

企業の競争力の源泉があると見るべきであろう（張（2009）、深川（2011）など）。以上の

点は後述するように日本企業が英語能力が一定水準など、多少のグローバル人材の獲得に

関心を高めた程度で、本社の経営方式が十分にグローバル化に即したものに変わらない限

り、現在の韓国企業が持つ強い推進力、柔軟な市場対応力などへの追随が容易ではないこ

とを示唆すると思われる。  
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２．２．米国型を目指す中国企業と日本企業 

 一方、中国地場企業との競争は現在のところはまだ、韓国ほどの競合には至っていない

ように見える。表１を見ても、中国企業は上位 3 位までを独占するが、前述のとおりイン

フラ関連企業が圧倒的に多く、その市場は資源開発と一部途上国への経済協力型の進出を

除けば圧倒的に規制に守られた巨大な自国市場が中心である。製造業の 2社はいずれも自

動車メーカーで低価格を武器に一部では途上国市場への輸出を開始しているが、先進国市

場でのシェアはまだ限定的である。人民元の切り上げ趨勢もあり、日本企業との競争はま

ずは世界最大の中国市場で展開され、韓国企業とのようなグローバル競争での相手となる

にはしばし、時間がかかるだろう。興味深いことに電子・電気では中国は文字通り「世界

の工場」ではあるが、表１のランキングに入るような地場企業はなく、その大半は外資系

企業の輸出や OEM 供給によるものとなっていることだ。この他、銀行・保険などがラン

キング入りするが、これも規制に守られた国内市場では外資との競争はまだ少なく、他方、

グローバルなメガバンク競争に本格的に参入しているわけでもない。 

 しかしながら直接の競合は現在の韓国企業に比べて少なさそうだが、中国は中関村（ち

ゅうかんそん）の産官学連携など、非民生部門を含めて国内市場で着実に基礎技術の開発

を進め、ベンチャー型の起業を促すなど、むしろ米国型の産業社会を目指しているように

見える。その成果は先に見た、科学技術論文におけるシェア 2位ということであろう。分

野別に見ると、材料、計算機、工学などに強い反面、生命科学、地球・環境、臨床医学な

どに弱い構造は英米とは大きく異なり、比較的バランスのとれた日本と比べてもむしろ韓

国のシェア構造に近い。しかしながら、中央の財政状況からしても、或いは政治的な志向

からしても、宇宙工学、通信など国家威信のかかる分野への集中投資が可能であり、今後

の投資はよりバランスのとれた形で量的にも拡大が続くと見るべきであろう。インフラ関

連企業の多くはまだ国営で、上からの形で技術開発を進める余地は大きい。 

 韓国企業が技術力とグローバル経営力のバランスを強味とするとすれば、中国企業との

競争はいくつかの点で異なるものとなろう。一つは中国が米国同様、巨大な国防部門を持

つことで、遙かに強い基礎研究志向を持つこと、そして今のところはまだそれを民生需要

に結びつけるビジネス・モデルの構築力には乏しいが、いずれは技術のスピル・オーバー

を国外のみならず、国内に求め得る体制が整備される可能性があることである。とりわけ

中国は少子高齢化が進むとはいえ、まだ絶対数では圧倒的に豊かなエンジニア層を抱え、

日本や韓国のような「理工系離れ」も表面化しておらず、技術力の潜在性は遙かに大きい。 

 2 つ目の違いは巨大な外貨準備の不胎化、上位銀行の資金力などから、政府は積極的な

Ｍ＆Ａ奨励政策を推進しており、既にＭ＆Ａが技術獲得もしくはブランド獲得などの有力
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手段となっていることである。中国商務部の発表によれば、中国の対外直接投資額（実行

ベース）は 2010年には前年同期比 21．7％増の 688億 1000万米ドルで、世界 5位となり、

金額で日本や英国を上回る投資国となった。中国企業自身の国際経営力の問題もあり、Ｍ

＆Ａには失敗と見られる案件が少なくない。しかし日本同様、自社のグリーンフィールド

投資はともかく、Ｍ＆Ａにはそれほど積極的ではなく、ウォン安の持続から意欲にも乏し

い韓国企業と、中国企業が違う競争条件を持っていることは確かである。 

 3 つ目の違いはついに円の国際化に動かなかった日本とは異なり、中国は着実に人民元

の国際化を推進しようとしていることである。手始めのアジア市場でも人民元高への期待

があり、交換性の限界にもかかわらず、貿易決済としては人民元を受け入れつつある。2012

年には日本でさえ中国国債の買い入れを決めるなど対応をみせた。アジアの決済通貨は圧

倒的にドルであり、日本のシェアが高い資本財や中間財の一部でのみ円決済が実施されて

きた。人民元決済の進展は今後、為替リスクのない中国企業と、米中双方に為替リスクを

持つ日本企業がアジア市場をめぐって競争して行くことを意味し、時間の経過と共に厳し

い条件が加わることを示唆しよう。 

 以上、韓国企業と日本企業との競争は今までの所、技術力自体よりもむしろ経営刷新で

の出遅れが問題であった。これに対し、中国企業との競争は当面は豊富な資金力との勝負

や、或いは商標など知的財産保護をめぐる摩擦などだが、いずれは基礎技術力の接近や逆

転といった「国力の差」が目立ってくると見るべきであろう。 

 

２．３．対韓、対中企業競争と日本企業のグローバル人材戦略 

２．３．１．韓国企業とのグローバル競争とグローバル人材 

 競争条件の違いはあるものの次第に激化する韓国企業や中国企業との競争に日本企業が

伍して行くためには何が必要か、以下では人材の観点から検討してみよう。 

 まず、韓国との競争は人であれ、モノであれ、技術であれ、資金であれ、自前主義にこ

だわりを持つ日本企業と、こだわらなくなった韓国企業といった側面を強く持っている。

ペ（2012）は IMD の World Competitiveness Yearbookのデータを用いて、技術に関する核心

人材の自国民活用と外部からの流入魅力度をマトリックスし、米国やシンガポールを人材

の外部確保型に、中国・インドを「混合型」（外部からの自国民環流を含む）に、韓国、ド

イツ、イスラエル、日本を「自国型」に分類したが、日本はイスラエルを除いて最も「自

国活用型」であり、かつ外部流入魅力度も最低であった。同研究は韓国の進む道として混

合型へのシフトを示唆しているが、サムスンなど韓国企業はこれを企業単位で早々と先取

りしてきたといって良い。前述したように韓国の主要大企業はオーナー経営者の大号令に
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よって、急激な「混合型」への転換が可能であった。韓国企業の人材活用は国際経営で歴

史を持つ欧米多国籍企業のようにあらゆるレベルで人的資源の国籍・性別にこだわらない

多様性（Diversity）経営のレベルにあるのではなく、機能的にグローバル人材を登用する

まさしく、「混合型」で韓国の実情に合わせたものに過ぎない。ただし、それでも一部の人

材は文字通りグローバルに求め、かつ活用しつつあり、自前主義の日本企業よりは人的資

源の国際化は量的進展を見た。企業毎に文化の差もあるが、一般に韓国の経営的強味は①

意思決定の早さ、②推進力・実行力、③市場変化に対する柔軟性といわれ（前出の張（2009）

など）、この「混合型」の人材・組織と不可分に結びついている。 

 韓国の「混合型」ではオーナーを補佐するトップ経営者陣はほぼ韓国人、それも学部な

いしは院卒以来の長期雇用による内部昇進が圧倒的である。オーナーの意図を忖度して巨

大組織を動かすには何より経験が必要だからである。また、事業の根幹となる製造や、推

進力の源泉となる営業も研修などによって組織への忠誠心と目標達成をすり込まれた、生

え抜きの韓国人社員が多数を占めるのが特徴である。 

 反面、研究開発、財務、法務、IR、マーケティング、デザインなど専門性の高いスタッ

フ部門は外国人を含めて外部人材の登用が比較的多い。サムスン電子の研究開発部門には

40カ国以上の国籍を持つ人材が働いている。もともとサムスンを筆頭に入社の時点で高い

レベルの英語力と第二外国語（かつては日本語）を要求する企業は多かった。しかし、通

貨危機後は英語力の基準がさらに上がり、これらのスタッフ部門では韓国人社員自体に留

学経験者や移民子女などが増えてきたことで、外国人登用への壁が低くなった。また経営

陣に生え抜きが多いとはいえ、年俸制による成果主義の激しい競争を勝ち抜いた者だけが

役員昇進しているのが現実である。役員昇進への選抜が日本企業に比べて若い（40 代前半

ぐらいまで）こともあってもともと人材全体の流動性が高く、これが外国人や外部人材登

用を取り込む要因ともなっている。 

 前述①～③の特徴はスピードの要求される新興市場の攻略、消費者のニーズを掴んだ製

品・サービスの企画、強い販売力、品質管理などの点でグローバル企業への躍進につなが

り、日本企業の座を脅かす存在となった。殆どで所有と経営が分離され、かつ歴代の最高

経営者が「院政」を敷くような構造を残した日本の大企業の経営刷新は韓国企業のように

は進みにくい。ただ、国際経営の歴史は韓国よりずっと長く、M&A も活発に行われつつ

あることから、外国人人材のストックやネットワークはそれなりにある。日産自動車のよ

うに最高経営者自体が外国人となった企業や、旭硝子のように買収によって部門のトップ

が外国人になった企業ももはやそれほど珍しくはない。日本の大企業にとっては本当は韓

国のような「混合型」ではなく、ドイツのように「自国型」で基礎研究に集中し、消費財
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における新興企業との価格競争を避ける方向性の方が魅力的なのかもしれない。ただし、

韓国との競争は家電や自動車といった消費財から既に中間財、資本財、エンジニアリング

など幅広い分野に及んできており、①～③に対抗できる国籍・性別・年齢を問わない人材

の確保と適切な配置は切実な課題といえるだろう。韓国とのグローバルな競争から日本企

業に示唆される点は以下のようなものである。 

 

(1) 英語力の底上げ：最も端的だが急務の課題といえる。韓国は通貨危機後、高校以下の

段階での留学者が急増し、大学・大学院までを英米圏で終えた者の労働市場参入が本

格化したことで新入社員レベルでの英語力は飛躍的に向上した。国内で教育を受けた

者も小学校からの英語義務化や、塾や夏季の短期海外研修などの研修機会を受けてい

る。グローバル企業の新入社員は TOEIC800 点がほぼ足切りで、日本の平均 480 点水

準（ETS調べ、2010年）とは格段の差がついている。 

(2) 文科系院卒の活用：日本企業は伝統的に技術系人材の確保には熱心で院卒も多いが、

文科系院卒に対する認識は薄く、ビジネス・スクールのみならず、法科大学院、会計

大学院を出ても大企業内ではポスト、処遇両面で高いプレミアムを得られない。一般

大学院卒に対してはさらに採用そのものが限られている。これに対し、韓国企業では

修士のプレミアムは広く認められており、それなりに専門性に見合った部署が割り当

てられることが多い。これは外国人についても同様である。 

(3) 採用方式：グローバル人材については日本企業でもボストンキャリアフォーラムなど

での留学生の定期採用が進んできた。しかしこうした集積機会を持てない韓国企業は

冠講座の設置や卒業生ネットワークを使って直接、世界の一流大学院に働きかけてお

り、とりわけビジネス・スクールの上位学生を採用してきたことで、世界のトップ企

業との共通プラットフォームができあがりつつある。こうした採用は韓国のみならず、

新興国では一般的で、学部卒・内部昇進だけの経営者がこうしたプラットフォームを

持たないことはグローバルに不利になる可能性がある。 

(4) 社内・社外研修制度の見直し：バブル期には多くの企業が社内研修を充実させ、海外

の著名大学院への留学制度を持っていたが、「失われた 20 年」の間にグローバル事業

が縮小したこともあり、研修制度は縮小される傾向にあった。これに対し、韓国企業

は潤沢な収益を社員研修につぎ込み、また社員が時間外で夜間大学院や週末の経営課

程などで学ぶ機会を奨励している。実際に長期雇用慣行が崩れたため、社員個人も教

育機会を積極的に獲得し、「次」のキャリア形成をすることに非常に熱心である。社内・

外のカリキュラムは非常に多様で、大学が提供する教養的なカリキュラムもそれなり
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の評価を受けている。 

(5) キャリアパスの提示と職場環境整備：優秀な人材の囲い込みは世界競争と化して年俸

には相場観があり、外部人材の登用については国内社員が納得するレベルで引き留め

られる処遇をすること、さらには登用人材にとって納得できるキャリアパスを提示で

きることが必要となっている。韓国企業はホワイトカラーについては通貨危機を契機

に年俸制度に移行しており、業務範囲やパフォーマンス基準の明確化もかなり進んだ。

このため、登用される外部人材の側も将来像を描きやすい。さらに同伴家族に対する

環境整備（英語による子女教育、医療施設、住宅など）にも配慮がなされ、一部は特

区などを通じて国が支援する方向にもある。これらの点で条件格差が開けば、日本企

業のグローバル人材獲得競争はさらに困難になろう。 

 

２．３．２．中国企業の台頭と日本企業の対応 

 韓国企業は研究開発投資を収益性の高い分野に絞り込んでおり、彼らとの競争は技術力

自体の競争というよりも、グローバル経営力の競争であった。韓国は理工系人材の国内供

給に限界があり、外部人材を取り込んだ「混合型」経営は不可避である。では、中国との

競争はどう考えるべきか。 

 まず、中国の民生部門の地場企業はインフラ系国有企業が圧倒的な存在感を持つ。中国

はいわゆるリーマン・ショックを巨額の公共投資拡大で乗り切っており、インフラ系企業

は大きく成長することができた。インフラ系企業は高速鉄道や道路建設など、海外進出に

も強い意欲を示しており、経済協力拡大に熱心な政府の後押しも期待できる。しかしなが

ら、ハード中心で成長を遂げて以来まだ日が浅く、ソフトを組み合わせたパッケージ型の

インフラを海外で提供するにはまだ限界がある。国内ではあったが、2011 年に起きた高速

鉄道の落下は運転手のシフトや機材準備、事故処理などソフトが伴っていないことを実証

した事件でもあり、中国政府は当面、高速鉄道輸出を自粛することを発表した。この点で

当面は日本が経済再生の切り札として提唱するパッケージ型インフラ輸出で正面から競争

する相手とはなっていない。 

 ただし、研究開発という点では NTT や JR がそうであったように、インフラ系巨大国営

企業は基礎研究や政策需要のある研究への充実を図り、今後はこの面で力をつけてくる可

能性が大きい。これら企業は巨大国内市場からの安定的な収益源を持ち、中国政府も格差

是正に向けてインフラ整備の重要性を強く認識している。さらに、中国は自国市場の巨大

さを背景として独自技術による中国の標準を国際標準とすることに強い意欲を持っており、

基礎研究の充実が続く見込みである。中国の強味は日韓に比べて圧倒的な理工系人材の量
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的供給が可能な点であり、修士以上の理工系の人材供給は年 18 万名に及び、2005 年から

倍増した（2010年中国科技統計年鑑）。就業者 1000名当たりの研究員数ではまだ、日本の

13.7、韓国の 12.5に対し、中国はわずか 2.5程度に過ぎない。しかしながら、米国の Science 

and Engineering Indicators によれば自然科学での博士号取得者の絶対数（2008年実績）で

は中国は 2万 8000名と米国の 3万 3000名に続く規模で、外国人を除く米国市民分を既に

2003年以降、大きく上回っている。日本の 8000名、韓国の 3500名規模に比べて桁違いの

供給力である。1998 年以来の大学・研究機関高度化計画（「985 計画」）の下で年間 3600

億円あまりの財政投入が続いている他、「国家先端技術研究開発計画（863 計画）」、「国家

重点基礎研究発展計画（973計画）」など多数の人材育成プログラムが進行している。 

 さらに中国企業との競争のもう一つのポイントは先にも触れた M&A の増大にある。中

国企業の M&A はグローバルに活発化しているが、重要な基礎研究分野が関われば関わる

ほど、欧米などで「安全保障上の理由」により必ずしもすんなり案件が成立しないことも

ある。また中国の科学技術論文は国際共著のシェアでもまだ日本の水準（25％）に達して

いない。この点ではインフラ系企業を中心に自力での研究開発に取り組む流れは変わらな

いかもしれない。しかしながら、一般企業は IBM からのパソコン部門買収などのように技

術獲得、あるいはブランド獲得を目的として M&A を積極的に展開している。米国など海

外で学んだ自国人材の還流と共に、外国企業とその人材までを M&A で取り込む戦略は韓

国企業にはそれほど見られず、よりオープンな中国式「混合型」戦略であるといえる。圧

倒的な人的資源供給力と資金を持つ中国企業との競争は日本企業にとって、韓国企業との

経営力競争とは違ってより技術力そのものの競争としての面を持つ。この面でも次のよう

な点で日本式の「混合型」を迅速に確立する必要性が生じているといえるだろう。 

 

(1) 理工系人材の確保：日本では自然科学分野の博士課程進学者が 2003 年の 1万 3200名

でピークアウトし、2009 年には 1 万 1000 名程度にまで減少している。理学、農学な

どでは修士から博士課程への進学率そのものの低下がみられる。博士課程修了後の就

職やオーバードクターの長期化といった問題の解決が遅れ、これが人材の量的確保を

阻害する悪循環をもたらしている。産業競争力懇談会（2011）が指摘している通り、

産業界・学界とも博士課程＝研究者というかつてのイメージを捨てられないことの弊

害は大きい。産業界は技術研究所以外の幅広いキャリアパスを明確に提示できるよう

にすること、また学界は産業界との対話により、実社会で必要な問題発見・解決能力、

幅の広い教養と倫理観などを取り込んだカリキュラム作成を急ぐ必要がある。 

(2) 留学生の採用・活用：中国型のオープン混合戦略に伍して行くには当然のことながら、 
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日本企業の側も同様に M&A 企業からの人的資源吸収などを図ることが重要だが、日

本人の考え方を理解し、語学の壁の少ない留学生の本社での採用、活用によってグロ

ーバル事業の戦力とすることが欠かせない。留学生の採用そのものは近年の新興市場

ブーム、また日本人学生の海外勤務忌避傾向などがあり、2000年代後半から増加傾向

にある。しかしながら、不明確なキャリアパス、遅い昇進、成果報酬の弱さといった

イメージは中国人留学生の間には相変わらず存在しており（経済産業省（2007）のア

ンケート調査による）、優秀な人材を引き留めるには努力が必要である。また、本社採

用が定着すると共に今度は例えば本社採用で中国に派遣された社員と、優秀なローカ

ル社員の本社登用など、新たな問題に取り組むことが必要となってきている。 

(3) 国際共同研究の推進：韓国企業、中国企業の弱みの一つが国際共同研究であるとすれ

ば、体制上のハンディがなく、また欧米企業と一定の研究ネットワークを構築してき

た日本企業の対応としては産学協同も含めて国際共同研究を重視するべきであろう。

科学論文においても国際共同研究が重視されてきている。しかしながら、より重要な

ことはキャリアパスにつながる国際共同研究の場が多いことが意欲の高い留学生や外

部人材を引きつけ、また引き留めることにつながる点である。有力大学院でのジョブ

フェアの開催など人材獲得がグローバル化するにつれて、報酬などのみならず、こう

した機会の重要性は増すと考えられる。 

(4) 知財管理とセキュリティの強化：留学生や外部人材の登用は日本人中心の流動性が低

い時代とは異なり、人の流動性を前提としたシステムが本格的に必要となることを意

味する。とりわけ、中国ではチームまるごとの引き抜き人事などが米国並みに行われ

ていることから、人の移動がそのまま技術情報の移動につながらないよう、知的財産

の管理を強化することは急務である。技術力を誇る日本メーカーに対するサイバー攻

撃、情報の流出事件なども起きており（2011 年）、情報セキュリティにはより専門的

な取り組みと社員への教育強化は欠かせない。実は韓国企業はこの点で日本企業を上

回る専門体制を整えてきており、この点は学ぶ必要がある。 

(5) 新たな地域専門家の活用：日本と中国の産業界の交流は歴史もあり、かつては社内に

特別な「チャイナ・スクール」が存在する企業も多かった。中国の開放政策の進展と

中国経済のグローバル化により、「チャイナ・スクール」は消え、中国ビジネスの人材

もグローバルな次元で選抜されてきた。しかしながら中国には依然として体制の違い

があり、英語情報だけではアクセスできないさまざまな情報が存在する。日本企業は

「チャイナ・スクール」なき後、言語や文化的親近性もあり、欧米に対して曖昧な情

報優位の錯覚に陥ってきた。しかし、国際経営の長い欧米多国籍企業ほど、中国人人
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材のネットワークと共に、自国人による「チャイナ・ハンド」を保持、活用している。

中国のみならず、主要市場に 10年近く滞在して情勢分析に携わる「地域専門家」を社

内育成するサムスンなど韓国企業も専門家を活用しており、こうした分野も日本の専

門人材養成の課題といえるだろう。 

 

３．日本企業の国際競争力再構築とグローバル人材獲得 

３．１．産官学体制の枠組み再検討と包括的接近  

 当然のことながら日本企業はグローバルな競争の渦中にあり、あらゆる市場、あらゆる

分野で韓国や中国と競争しているわけではない。しかしながら、韓国や中国はこれまでの

経済発展の過程で日本の産業構造変化の影響を強く受けてきた。韓国は技術導入先として、

また中国は直接投資の出し手として日本企業に接してきた。日本の主要企業は長らくベン

チマークの対象であり、その強味、弱味を観察しながらグローバル化の中での競争条件変

化への対応を模索してきたといえるであろう。従って今度は逆に韓国や中国企業との競争

関係を分析すれば、日本企業が抱えるグローバル化対応の遅れの要因がどこにあるのか、

をあぶり出すことができるのではないか、というのが前章の議論の枠組みであった。日本

企業がアナログ型技術や摺り合わせ技術を中心に成功し、ブラックボックス化に技術防衛

の道を求め、技術自前主義に執着してきたのに対し、韓国や中国の企業は技術のオープン

化、デジタル化への波にいち早く乗ることでブラックボックス化に挑戦してきた。 

 しかしながら、日本の 3 分の 1程度しか人口がなく、国内市場の狭い韓国企業と、超大

国化を目指す中国では当然のことながら国力に違いがある。韓国は日本以上に閉鎖的な「自

国民型」から経営の国際化を通じて「混合型」に移行しようとしてきた。他方、中国は直

接投資の積極的な受け入れと対外Ｍ＆Ａ、自国民人材の還流を取り込んでよりオープンに、

しかし幅が広く深い研究開発基盤を模索しつつある。結果として、明らかになったことは

日本企業が経営面でのグローバル化の遅れ（前述の経済産業省（2007）など）と、技術力、

特に基礎技術基盤の相対的劣化という、2 つの問題に直面することであった。韓国企業は

長年、日本と中国に挟撃されることを恐れてきたが、むしろ国全体も大企業もグローバル

化への対応が遅れたことで今後、中韓の挟み撃ちになるのは日本企業の方かもしれない。 

 産官学体制という点で日本が意識してきたのは主として常に欧米であった。しかし英語

圏という優位を持つ英米のような「開放型」を目指すには改革速度が遅すぎ、他方、ドイ

ツのような「自国民型」も維持できなくなり、なしくずし的に、それぞれのやり方で「混

合型」を実現している韓国、中国企業との競争に晒されるようになった、というのが日本

の実情であろう。国際競争力の再構築に向けて、まずは産官学体制の全体枠組み、特にど
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こまで開放度を高めるのか、についてコンセンサスを作り、その上で産学が連携しながら

それぞれの改革に取り組む、包括的接近が不可欠と考えられる。実際、内閣府（2011）、経

済産業省・文科省（2010）、文科省（2011）、経団連（2011）、産業競争力懇談会（2011(a)）

（2011(b)）、樋口・財務省（2012）など既に産官学体制とグローバル人材の獲得について

は過剰なほどの政策提言がなされている。韓国企業や中国企業との競争という観点から見

た課題を集約、整理してこれらに追加しようとすれば、小稿では以下のような点を指摘す

ることができる。 

 

３．２．産業界の課題 

(1) 多様性へのコミットメント：韓国や中国の「混合型」戦略は 20 世紀の成功体験に

乏しいことがグローバル化への大胆な対応を可能にした面がある。他方、事業の国内

比率は高く、海外事業の多用な展開、企業の多国籍化という点ではまだ遅れている。

一方、日本企業では均質な日本人男性集団の情報共有コストの低さが競争力の源泉と

なった時期があり、とりわけ大企業はその成功体験に長らく拘泥してきた。欧米企業

がグローバル化と共に「多様性の経営」（diversity management）にシフトした動き
8
に

も遅れ、欧米企業との人材獲得競争ばかりか、近年ではアジア企業との競争でも劣位

に至っている
9
。優れたグローバル人材の獲得には、多様性、即ち国籍、性別、年齢に

関係ない人的資源とそのとりまとめがグローバル経営の本質、というコミットメント

を企業理念、組織、人事システム、コミュニケーションの円滑化という点で強く打ち

出し、実践し、かつ外部に発信することが必要である。日本人にとって文化・言語障

壁が低く、最も有望な人材発掘リソースである韓国や中国の学生には殆ど日本企業の

多様性へのコミットメントは十分に伝わってはいない。また多様性の欠如や長期雇用

の見返りとしての長期「奉仕」強要型のキャリアパスが意欲や野心の高い日本人学生

を外資系企業に追いやっている点も看過できない。 

 

(2)「グローバル人材」像の明確化：「グローバル人材」の必要性や若年層の内向き化批

判などが噴出したのは比較的最近のことである。企業毎、産業毎の違いも大きいが、

「グローバル人材」とはどのような人材なのかを具体的に自覚できていない大企業は

未だに少なくない。多様性経営へのシフトから日が浅く、グローバルなキャリアパス

の具体例を提示できる企業も多くはない。これでは大学にできることはせいぜい、英

語や異文化コミュニケーションのカリキュラム充実といったレベルにとどまってし

まう。企業派遣講師による「実践に即した」講座は増え、インターンシップの充実な
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ど産学の交流は進んでいる。しかし、数少ないグローバル・キャリアの成功者は極め

て多忙で大学に派遣する余裕がなかったり、また実務はできても学生のレベルに合わ

せて話す技術や訓練を受けていないため、単に「楽勝」科目を増やすだけに終わった

り、といった齟齬もある。期待する資質の明確化ができていなければインターンシッ

プによる産学交流も単なる学生の人柄観察に終わる。リーダー層となるグローバル人

材の獲得にはより明確な資質、「スペック」が必要である。 

 

(3) 産学間のコミュニケーション不足：大学全入時代に突入して優秀な学生の獲得が厳

しくなり、また国際競争に晒されるようになったことで、後述するように、日本の大

学は 2000 年代に入って大きな変革に取り組んだ。しかしながら、大学改革の実態が

正確に産業界に伝わっているとはいい難い。特に人事の採用担当者はよく知っていて

も、グローバル・リーダーの採用に最終的に関心を持つべきトップ経営陣が相変わら

ず、大学進学率が低く、大卒を一律に幹部候補として定期大量採用していた自分の時

代のイメージを払拭し切れていないことは円滑な産学連携の障害でもある。サラリー

マン経営者が圧倒的に多い日本の産業界ではグローバル人材、特にその中から経営の

中枢に登用するリーダーの選抜や投資にはトップによる責任ある関与が重要であり、

産学間のコミュニケーションのレベルを担当者からトップにまで、より幅広いものに

して行く必要がある。大学の側も就職率が入学志願者数を左右するようになったため、

私学を中心に学生のキャリア支援には力を入れるようになった。しかしながら大量の

学部生と大学院生への支援は一般的なアドバイスで、リーダーの候補となる優れた学

生の送り出しを意識した対応は殆どなく、産業界との連携に基づく、よりキメ細かな

対応が必要である。 

  

３．３．学界の課題 

(1) 画一主義との訣別：2000年代に入り、大学のグローバル化は急ピッチで進んだ。図６

が示す通り、2000年にはわずか 6万 4000人程度だった日本への留学生数は 2011年度に

は 13万 8000名と倍増以上となった。教育機能の充実を目指したグローバル COEプログ

ラム（2007～13 年度）に続き、グローバル人材育成に的を絞った国際化拠点整備事業（グ

ローバル 30（2009～13年度））などで授業の英語化が進み、学生の出身国もかつての中

国・韓国・台湾から急速に多角化した。大学は提携校を増やし、ダブルディグリー制度

10
を設け、奨学金を拡充して学生・教員の国際交流を推進してきた。国立大学が独立法

人化され、自由度が増した意味も大きかった。グローバル COE 時の 140 拠点はグロー
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バル 30ではさらに 30拠点に絞られ、グローバルな人材、特にリーダー育成の環境を持

つ大学はそれなりに選別されてきた。しかしながら、学生１人当たりの補助金が 1:17に

もなる私学と国立大学や、国公立の中でも旧帝大系と一般地方大学の棲み分けは研究の

みならず、教育についても明確とは言えず、画一主義による分散の非効率が払拭できた

とは言えない。いわゆるゆとり教育の実施は入学時の学力を全般的に低下させただけで

なく、数学や英語など積み重ねを必要とする科目でのばらつきを大きくしている。全大

学がグローバル人材育成、特にリーダー育成に血道を上げる必要はなく、どういう大学

がどういう学生を獲得し、どう育てるのか、についてコンセンサスが必要な時期に来て

いる。 

 (2) カリキュラム改革の優先順位：グローバル化以外にも大学はあまりに多様な要請に

直面してもいる。英語授業担当の対象は「留学などで 1年以上海外に滞在したことがあ

る教員」（早稲田大学の実例）で、英語圏の経験のない教員にとってはそれだけでも大

きな負担となっており、産業界からはグローバル人材育成につながる一般教養（リベラ

ル・アーツ）教育重視、実務教育重視をも求められている。さらにゆとり教育世代の大

学入学が本格化したことで工学系の大学でも数学の補習が必要となるなど、教育負担は

かつてなく増している。しかしながら、一定世代から上では事実上、全教員にテニュア

が与えられている現行制度の下では教員を代えてカリキュラムの刷新を図ることは難

しい。 

 また、米国式のリベラル・アーツ重視は専門教育を大学院が集中して行うこととセッ

トになっている。アジアの大半はこのシステムに傾斜しており、もはや中国も例外では

ない。しかし、日本では産業界が院卒の採用を積極化しない限り、多くの学生にとって

大学院への進学は就業リスクをとることになる。最近では大学院の先取り科目が学部に

も設置され、学部プラス 1年で修士を終えることも可能となったが、多くの学生が学部

で終わることを前提とすると、教養教育だけで 4年を終わらせるゆとりはなく、中途半

端な専門科目教育との併存が行われることになる。結局、学部のカリキュラム変更は高

校教育までの在り方及び大学院改革という外部性を持っており、現段階でできることは

優先順位を決めて、グローバル人材の基礎教育に特化することのように見える。 

 

 



第８章 日本の国際競争力再構築とグローバル人材育成：韓国・中国との競争の観点から 

 －202－

図６．日本の留学生受け入れ推移 

 

出所：日本学生支援機構 

 

 (3) 大学院の役割再検討：グローバル化の影響を学部よりストレートに受けてきたのは

大学院である。アジアでは修士のプレミアムが産業界に存在しないのは日本ぐらいのも

ので、留学への意欲は高く、結果として学生の大半が留学生という研究科が多くなった。

企業が留学生採用に積極的になったことは大学院のグローバル化にはとりあえず、プラ

スになったといえる。しかしながら、産業界が日本人については依然として「院卒＝研

究者志向」というイメージを持って敬遠しがちであること、とりわけ文系大学院にこの

傾向が強いことは法科大学院、会計大学院の活用を大きく阻害する要因となっている。

大学院は学部以上にグローバル人材の供給を担うべき存在であり、カリキュラム改革を

産業界にアピールすることや、院生のキャリア形成を自らの資産と考えて産業界との対

話に取り組む必要があるだろう。 

 また、学部卒でいったんは就職しても、業務上、或いは個人のキャリア形成上で大学

院教育のニーズが生じることは決して少なくない。バブル期には多くの企業が研修制度

を充実させ、MBA 留学派遣者なども増えた。しかし米国のトップ大学院の日本人留学

生はこのところ、社会人も減少が伝えられている。せめて海外まで行かなくても働きな

がら大学院で学びたいとする潜在ニーズは大きいと見られ、大学院が日本人のリカレン

ト教育に取り組むこともグローバル人材育成の上では欠かせないと言えよう。 
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３．４．政策提言 

(1) 公的投資の拡大持続と効率化：高等教育には初等教育ほどではないにせよ、外部性が

存在する。人的資源の質的向上は産業・企業の国際競争力に直接、つながるだけでなく、

国のイメージやブランド力を左右し、外交力をも左右する（内閣府（2011）における明

石ペーパー）。個々の企業や大学の努力では限界があるところについては政府の思い切

った支援が必要であり、高等教育はまたそれを正当化し得る分野であろう。高等教育機

関への財政支出を OECD（2010）でみると、日本はわずか 0.5％程度で、OECD 中最低の

水準であり、韓国をも下回る。私的支出を入れても平均の 1.5％に達するのがやっとで、

世界の趨勢からはかなり離れている。 

 COE など競争的資金の導入には無駄遣いなどの批判もあったが、グローバル化に向け

た努力には大きく弾みがついたことは疑いない。グローバル人材の育成には大量の留学

生を受け入れるための寮の整備や、ビザなど世話をするスタッフのコミュニケーション

能力向上、授業のみならず、キャンパス生活に必要な情報（地震など災害情報などを含

む）の英語化、HP の整備など、まずは膨大なインフラ投資が必要となる。英語を母国

語としない教員の授業の質を上げるためには Faculty Development program によって英米

の大学に教員を派遣するなど、英米圏の大学にはあまり必要のないコストもかかる。東

京大学の 9月入学提起など、グローバル化への対応が加速し始めるまでに、政府支援が

大きな役割を果たしたといえるだろう。世界の大学評価においては教員の研究実績はも

ちろんのことながら、外国人留学生や教員の存在などグローバル化対応が一つの重要な

項目となっている。ここで評価が得られず、ランキングが下がればグローバル人材の獲

得はさらに困難になる。せめてOECD並みの支援を実現することには大きな意義があり、

大学もまた資金の効率的使用や、成果の情報発信によって産業界や政府、ひいては国民

に訴える努力が欠かせない。 

 

(2) ロードマップの作成と産官学対話による改革の進展相互チェック：グローバル人材の

不足に関する危機意識共有は先に挙げた、数多い報告書でも明らかになっている。それ

ぞれが産官学の対話・協力を強調しており、コンセンサスはできた。しかしながら、経

営資源配分をドラスチックに変えられる企業と、それができにくい大学の構造的な差は

大きく、また学生の体験として蓄積された改革の成果が社会における活躍で評価される

までには多くの時間を必要とする。競争力鈍化への懸念が各官庁の予算拡大に一時的に

利用されるだけでは時間のかかかる改革を着実に進めるには無理がある。 
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 まずは産学双方でロードマップを作り、政府を加えた産官学での改革進捗と整合性を

毎年チェックするぐらいの努力がなければ、日本が市場が望むような速度でグローバル

人材を獲得することは困難であろう。企業の採用時期後ろ倒しや、大学の 9月入学化な

どは所詮、戦術レベルの調整に過ぎず、もっと教育・環境の中身に関わる対話を急がね

ばならない。最初から英米型を目指してもハンディが大きく、他方でドイツ型を目指す

には既に韓国、中国との競争が始まっているとすれば、現状ではこうしたチェック過程

を通して日本式の「混合型」の相場観を早々に得ることが現実的にみえる。 

 

(3) 産官学間の人材流動促進：最後に産業界はグローバル人材の条件として悉く異なる環

境や状況に対する柔軟な対応力を挙げている。確かに大学、大学院での教育、特に教養

教育と視野の広がりは一定の寄与が期待されるかもしれない。しかし、当然のことなが

ら、学校内だけでは対応力は育成できず、さまざまな実地体験の場が提供されることの

意味が大きい。留学生を呼び込むことは留学に出るのに比べれば遙かにインパクトは小

さいが、それでも同じ学びの中に異文化が持ち込まれる体験の意味はある。これによっ

て自身の留学意欲に目覚める者も少なからずあり、その次が企業での国内外インターン

シップ、就職してからは若い時点での出張や駐在などにつながるようなキャリアパスを

工夫することが求められている。重要なことはこの過程で自分の専門性に見合った多様

な体験ができることであり、産官学内の人材の流動性を高めることには大いに意味があ

ろう。国際機関のポストに人を出せないことは長年のハンディであり、大学や企業、政

府が人を出せるような支援、或いは産官学内の出向・移籍が損にならないような制度的

仕組みを整えることにも意味があろう。失業率は高いものの、ジェネラリスト中心でき

た社会では産業界のみならず、政策決定者や学界内でも先進国としては例外的に見える

ほどさまざまな分野で専門家が不足しており、当面は流動性の促進によってそのハンデ

ィを補い、次のグローバル人材世代の台頭につなげることが不可欠と見られる。 

 

結論 

 近年、グローバル競争の中で日本企業の劣後が目立つようになり、その要因としてグロ

ーバル人材の量的、質的不足が叫ばれるようになった。これは日本企業が経営面でも、技

術面でも国境を越えて早い速度で移動するグローバル競争に適応できなかったことに起因

する。反面、韓国企業の躍進は自前にこだわらず、必要なヒト、カネ、モノ、技術を素早

く組み合わせる経営システムを作り上げてきたことが大きい。また中国は技術系人材の量

的、質的向上と巨大市場を組み合わせて独自技術力を強化してきている。グローバル人材
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をどこまで自分で育成し、どこまでは効率良くグローバルに求めるかを明確にしながら産

官学体制を再構築しなければ、日本の競争力は今後とも衰退しよう。韓国の挑戦に対して

は日本企業に見合った経営刷新を、中国の挑戦に対しては技術戦略の見直しで対抗せねば

ならず、体制全体の見直しは避けられない。 

 産業界は多様性の経営に移行し、グローバル人材を処遇すること、学界との協同でグロ

ーバル人材養成を図ることが急務である。また学界は画一主義を捨ててさまざまな大学が

社会の複雑なニーズに応えられるようカリキュラムを改訂し、研究・教育両面でのグロー

バル化を推進し、リカレント教育の強化など大学院の改革をさらに進める必要がある。産

官学体制の見直しは長期的なものであり、政府は人的資源投資を引き続き確保、拡大する

と共に、産学の忍耐強い対話と改革のロードマップ作成、その進捗チェックなどの場を提

供することが必要といえる。 

                                 

－ 注 － 

 
1 2010年に 361.2億ドルと過去最高を記録した対日貿易赤字は 2011年には東日本大震災をめぐる仮需や

日本のサプライチェーンの寸断補完などで輸出が増え、286.4億ドルにピークアウトした。しかしなが

らこの趨勢が定着するとはまだ考えられていない。 
2 2011年からの本格化した液晶パネル事業の価格低下で日系メーカーは巨額赤字を計上したが、サムスン

電子は 2012年年初にはパネル事業を分離し、有機ＥＬに特化する決断を下している。 
3 1つの特許認定で世界がカバーされる国際協定に基づいた仕組み。 
4 WIPOの速報によれば、2011年の上位トップはついに Panasonicを抜いて中興通訊となり、華為技術が

3位になったと伝えている。 
5 私学で入るのは医学部が大きい慶応大学と日本大学のみである。 
6 浦項製鉄所（POSCO）のみは元来が国営で出発したため、例外的な非オーナー経営のグローバル企業と

なっている。 
7 例えばサムスンは世界のトップクラスの大学院卒やＭＢＡ所持者を多く採用し、若い人材にサムスンの

経営やブランド戦略に関する提言を考えさせるなど多くの試みを行っている。 
8 典型的には 1990年代の IBMの経営刷新など（ルイス・ガスナー（2002））。 
9 中国の就職希望ランキングで日本企業は欧米企業ばかりか、韓国企業よりも下の評価を受けたこともあ

る（通商白書（2008））。 
10 留学時の相互単位認証を経て双方の大学修了資格を与える制度。早稲田大学では北京大学、清華大学、

シンガポール大学など有力大学との間で実施している。 
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